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IWAに49あるスペシャリストグループの１つ、「統計・経済スペシャリストグループ」の運営会議が、
平成27年３月18日に日本水道協会で開催された。本協会では、世界各国から水事業の専門家が来日する
この機会に合わせて、翌19日に、滝沢東京大学大学院教授を座長に、グループのメンバーを講演者に迎
え、標記ワークショップを開催した。ワークショップでは各国の水道経営の現状、課題、対策等に関す
る講演及びディスカッションが行われ、水道関係者約120名が聴講した。
同ワークショップの議事録を、３回に分けて掲載する（「その２」、「その３」は９、10月号に掲載予定）。

時間 プログラム

９：30－９：40 歓迎挨拶日本水道協会理事長　尾﨑　勝

８
月
号
掲
載

９：40－９：50 ワークショップ座長挨拶東京大学大学院工学系研究科教授　　滝沢　智

９：50－10：10
IWA統計・経済 SG議長挨拶
元オランダ・ティルブルフ水道事業管理者、
IWA統計・経済 SG議長　　エド・スミーツ（オランダ）

10：10－10：40
⑴　日本の水道事業経営
日本の水道事業経営の現状
東京大学大学院工学系研究科教授　　滝沢　智

10：40－11：20

⑵　世界の水道事業経営
①オランダの水道、広域化の推進
　元オランダ・ティルブルフ水道事業管理者、
　IWA統計・経済 SG議長　　エド・スミーツ（オランダ）

11：20－12：00
②ルーマニアの水道、コンセッションの現状
　ルーマニア・ブラショフ水道財務部長、IWA統計・経済 SG副議長、
　水道料金WGリーダー　　テオドール・ポパ（ルーマニア）

９
月
号
掲
載

12：00－13：00 昼食休憩

13：00－13：40
③スペインの水道、公民連携の現状
　バレンシア大学経済学部応用経済学科准教授、経済性分析WGリーダー
　フランチェスク・エルナンデス・サンチョ（スペイン）

13：40－14：20
④ベルギーの水道、コンセッションの進捗
　ベルギー・フランダース水道、統計WGリーダー
　ヤン・ハメネッカー（ベルギー）

14：30－15：10
⑤アメリカの公営水道、公民連携の動向
　コンサルタント会社経営（経済学者）
　デボラ・ギャラーディ（アメリカ） 10

月
号
掲
載

15：10－15：30 休憩
15：30－16：50 ⑶　ディスカッション
16：50－17：00 ⑷　座長総括

「資　料」

IWA（国際水協会）統計・経済スペシャリストグループ・ワークショップ
世界の水道事業の現状と経営戦略

－水道の広域化、公民連携について考える－（その１）

日本水道協会研修国際部国際課
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○歓迎挨拶（日本水道協会理事長　尾﨑　勝）
おはようございます。日

本水道協会理事長の尾﨑で
す。本日は、年度末のお忙
しいところ、このように大
勢の方々にお集まりいただ
きありがとうございます。
IWAワークショップの開
会にあたりましてご挨拶い
たします。
まずは、東京大学大学院教授の滝沢先生、本日

はワークショップの座長をお引き受けいただきま
して、誠にありがとうございます。また、IWA
統計・経済 SG議長のエド・スミーツさん、IWA
統計・経済スペシャリストグループ（以下、「SG」
という。）の皆さん、遠路はるばる日本までお越
しいただきまして、ありがとうございます。本日
は、皆さんの国の水道事業の現状についてお話を
していただけるということで、非常に楽しみにし
ています。
日本の水道は普及率も98％に近く、また、蛇口

の水をそのまま飲める文化もあり、皆さんの国と
同様に世界の水道を引っ張っている国であるとい
えます。しかしながら、課題も多く抱えていま
す。
具体的には人口減少等により給水収益が減少

し、経営状況が困窮してきていること、急速に老
朽化が進んでいる施設の更新事業をどのように進
めていくかということ、地震等災害時への備えを
これまで以上に進めなければならないこと、職員
の減少により技術継承の問題を抱えていること、
中小規模水道事業体は経営の問題を抱えている事
業体が多いこと、などが挙げられます。
このような課題に対処するため、現在、日本の

水道界では、産官学の垣根を越えた活動を行い水
道事業の広域化、公民連携を推進していますが、
なかなか進展していないのが現状です。本日は、
広域化・公民連携が進んでいる皆さんの国の情報
を、ぜひご提供いただければと思います。
最後になりますが、せっかく日本にお越しにい

ただきましたものですから、日本の文化や美味し
い食事を十分に堪能していただき、日本びいきに

なって帰っていただきたいと思います。そして、
2018年の IWA世界会議はここ東京にて行われま
すが、３年後もまた東京にお越しいただくことを
願い、ご挨拶とさせていただきます。ありがとう
ございました。

○ワークショップ座長挨拶
　（東京大学大学院　滝沢　智）
皆さん、おはようござい
ます。東京大学の滝沢で
す。本ワークショップの座
長として、ご参加いただい
た皆さんに御礼申し上げま
す。このワークショップの
開催を実現した尾﨑理事長
と日本水道協会のスタッフ
の皆さんにも感謝申し上げ
ます。
皆さんご存じのとおり、統計データは、水事業
経営の現状を知り、過去・将来の傾向を分析し、
パフォーマンスを評価するうえで非常に重要で
す。日本には、日本水道協会が取りまとめている
水道統計のような資料があり、事業体に関する十
分な情報を得ることができます。しかし、水事業
経営に関する統計に関しては、海外の専門家の
方々から学ぶことが多くあると思います。IWA
統計・経済 SGは世界中の統計データを収集・分
析する活動を行っており、日本もその活動に加
わっていることを大変誇りに思っています。皆さ
んのお手元にある統計資料は SGが最近発行した
もので、世界中の水事業に関する統計データが掲
載されています。
日本の産業界と水事業者は、施設の老朽化、人
口減少、自然災害に起因するいくつかの課題に直
面しています。本日のワークショップは、我々の
水事業経営に関する経験や将来展望について各国
の専門家と意見交換する絶好の機会です。最後に
なりますが、本ワークショップに参加いただき、
講演していただく専門家の皆さんに感謝申し上げ
ます。リラックスしてワークショップを楽しみ、
私たちの将来のためになることを見つけましょ
う。
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ありがとうございました。

○ IWA 統計・経済 SG 議長挨拶
　（エド・スミーツ、オランダ）
おはようございます。こ

のように大勢の水道関係者
にお集まりいただき、嬉し
く思っています。今回の
ワークショップを開催する
にあたり、このような機会
を設けてくださった日本水
道協会の尾﨑理事長に心か
ら御礼申し上げます。ま
た、滝沢先生には素晴らしい座長ぶりを発揮して
いただけるものと期待しています。
今回の我々の滞在を細やかにアレンジいただい

た日本水道協会のスタッフの皆さんにも心より御
礼申し上げます。日本に来てから、すでにおもて
なしを十分に堪能しています。2018年の IWA世
界会議の際には必ず戻ってきたいと思っていま
す。

＜ IWA の紹介＞
ここで、IWAと我々のグループである統計・
経済 SGの活動についてご紹介したいと思いま
す。

IWAは、700を超える企業、１万を超える水の
プロフェッショナルの大きなネットワークによっ
て構成される協会です。IWAは、水循環全てに
関与しています。飲料水、下水、その下水処理に

至るまでのサイクルです。そして、その活動の核
となっているのが約50ある SGです。

IWAは「知識の移転」といった形で成果を出
しています。その方法として、こういったワーク
ショップの開催、論文の発表、ウェブサイトへの
様々な情報の掲載、出版物の発行といったことが
具体的な活動内容です。

これが IWAのネットワークです。左側に、
IWAに関わる研究者、公益事業、コンサルタン
ト、規制当局、産業界などがあります。その中で
重要な役割を果たしているのが SGであり、会議
を主催したり、ワークショップを開催したり、出
版物を発行したり、ジャーナルを発行したり、論
文を発表したりします。そういった活動内容が右
側にリストとして挙げられています。
活動においては様々な課題がありますが、それ
を解決するために IWAは様々なプログラムを
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行っています。現在、「大都市における問題とそ
の未来」、「河川流域とその将来」、「都市部の衛
生」、「水、気候、エネルギー」、「水道サービス」
という５つのプログラムが実施されています。こ
れらを通してソリューション、イノベーションを
求めていきます。

＜ SG について＞
IWAに加入すると、この SGに５つまで入るこ
とができます。ぜひ皆さんにもご参加いただきた
いと思います。SGは、国際的な専門家のネット
ワークです。各種研究を行うことによる貢献もあ
りますが、実践的にトピックを取り上げて貢献を
するという形もあります。我々のトピックは経済
ですので、経済の知識を IWAのコミュニティ全
体に移転していくのが我々の活動です。
統計・経済 SGは、水事業における経済・財政

関係の問題を扱っています。具体的には、料金、

効率性、ミクロ経済、公益事業の財務、コストの
回収などです。それに加え、統計・分析作業も
行っています。これが経済・財政に関わる様々な
問題を扱う活動です。ここに挙げたのは活動の一
部です。
我々の SGには700人もメンバーがいるのです

が、残念なことに実際に活動に関わっているアク
ティブなメンバーは20人しかおりません。残りの
680人は活動をフォローしている状況です。アク
ティブな20人にはそれぞれの専門分野があり、大
学教授、規制当局、事業者のほか、私のように国
の水道関係の協会に属している者もいます。
グループは、議長、副議長、書記、運営委員会
により運営されています。アクティブなメンバー
が運営委員会で様々な意思決定を行っています。
ほとんどのコミュニケーションは Eメールで
行っていますが、１年に２回ほど実際に対面する
会議を開催しています。また、SGに係る業務は、
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自由時間に自分の会社の資金等でまかなうことに
なっています。
この SGには４つのワーキンググループがあり

ます。１つ目は、ヤン・ハメネッカー氏がリー
ダーを務める「統計ワーキンググループ」で、調
査、データ収集、統計情報の作成を行っています。

詳しくは、後ほどハメネッカー氏からお話しいた
だきます。
２つ目はテオドール・ポパ氏が率いている「料
金と財務」に関してのワーキンググループです。
料金、ファイナンスに関係するものは全てこのグ
ループが担当しています。
３つ目は「水の経済学」で、フランチェスク・
エルナンデス氏がリーダーです。水事業者のミク
ロ経済や排水処理の効率性といった分野を担当し
ています。
最後は「国際会議」に関するワーキンググルー
プです。リーダーはギリシャのコンスタンティヌ
ス・タガラキス氏で、様々な統計・経済関連の国
際会議を開催しています。2005年と2009年にはギ
リシャで国際会議があり、2013年にはスペインで
開催しました。2017年にはチリで開催する予定で
す。
成果物として１年に１回ニュースレターを発行
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しており、紙面で前年の活動報告を行っていま
す。ニュースレターは IWAのウェブサイト上で
閲覧が可能です。
そして、この SGのポリシーとして、１年間に

２回会合を持つことにしており、可能であれば
ワークショップを併催しています。開催地につい

ては、基本的にグループのメンバーの国で行うこ
とにしています。今回は日本で行うことになり、
テーマについても日本側の希望に沿って決定しま
した。また、日本の専門家として滝沢先生にもご
参加いただきました。
ワークショップは、グループの専門家が講演を
行い、お互いに学び合う機会となっています。

SGメンバーの出身国は、アメリカ、ベルギー、
フランス、オランダ、ルーマニア、スペイン等、
バラエティに富んでいます。お互いに学び合うこ
とによる究極の目的は、IWA、そして水に関わる
全ての人々共通の願いだと思いますが、世界の全
ての人に安全な飲料水を届けたいということで
す。そして、下水道に関しても、サービスが全て
の人に行き渡るようにすることが究極の目的だと
思っています。世界は、日本やオランダのような
進んだ国ばかりではないからです。
以上が IWAと SGに関する紹介です。ありが

とうございました。

⑴　日本の水道事業経営
①　日本の水道事業経営の現状
　　（東京大学大学院   滝沢　智）
私からは、日本の水道事業について説明いたし
ますが、参加者の皆様は、既に日本の水道事業に
詳しいと思いますので、主にスペシャリストグ
ループのメンバーの方々を対象に説明させていた
だきます。
はじめに、日本の地理について説明します。日
本は、極東と呼ばれる地域にあり、大きく分け４
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つの島国からなります。北には北海道、南には九
州がありますが、沖縄のような小さな島も存在
し、総延長3,000kmにも及び、この距離はアメリ
カ合衆国のアラスカとカルフォルニアとの間の距
離と同じくらいになります。国土面積は
380,000km２で、人口は１億２千７百万人です。日
本の人口は数年前から減少し始めており、水道事
業運営の大きな課題となっています。年間降水量
は約1,500から1,600ミリで、地中海の国々やカル
フォルニアなどのアメリカ合衆国と比べて降水量
が多いと言えます。

＜日本の水道＞
スライドに示すように、日本の人口は既に減少

しており、給水人口もわずかに減少しています。
近い将来、給水人口はさらに減少するため、水道
事業体の収入も減少することが予測されます。水
道普及率は、大規模水道事業と小規模水道事業併

せて97.7％です。この数字は、給水区域内の人口
に基づいた給水率ではなく、日本の総人口をもと
にしたものであることから、一部の島嶼部や山間
部を除き、ほとんどの国民は水道にアクセスして
いると言えます。
日本の行政構造は、頂点に国（政府）が存在し、
水質面や財政面について、水道事業を規制してい
ます。例えば、水道水質や水道の安全性に関する
側面は厚生労働省が規制し、財務管理面について
は総務省が規制しています。その他にも、水環境
に関連することは環境省が、そして下水道は国土
交通省が規制しています。このように、日本では、
水環境も含めた上下水道は、様々な省庁により規
制されています。
次の行政の階層として都道府県が、その下に市
町村が存在しています。基本的に市町村が水道事
業の経営を行っていますが、都道府県で水道事業
を行っているケースもあります。

この表はそれぞれの階層別の水道事業数です。
既にお話ししたとおり、国は水道事業に対して規
制と財政補助の役割を担っており、水道事業を経
営していません。都道府県で水道事業を経営して
いるのは５団体しかなく、基本的に市町村の自治
体が水道事業を経営しています。特に市が経営す
るケースが多く、2012年現在、市が経営する水道
事業数は821、町は494、村は77、合計でおよそ
1,400となっています。また、用水供給事業を行
う団体も95存在します。この他に非常に小規模な
水道、簡易水道事業というものが6,257も存在し
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ます。よって、日本の水道事業は、小規模水道事
業体が多数を占めていると言えます。

次に水道の取水源ですが、水源開発に力を注い
だ結果、割合が一番多いのがダムで、47％を占め
ます。次に多いのが表流水の26％で、ダムと併せ
て73％は地表水、残りのうち23％が地下水となっ
ています。その他ですが、日本の南部の方に大規
模海水淡水化プラントが２か所存在しますが、こ
れは非常に例外的なケースです。日本のほとんど
の水道事業は、表流水やダムから取水していると
言えます。

次に浄水処理方法別の年間水量をスライド６に
示します。先に述べたとおり、ほとんどの水道事
業体は表流水やダムを取水源としているため、一
部の水道事業体ではオランダで見られるような高
度浄水処理を導入していますが、その他は一般的

な凝集沈澱・急速沪過方式を採用しています。注
目して欲しいのは、全国の浄水量のうち18％が消
毒のみで供給されているということです。このよ
うな水道の水源はとても清浄であり、塩素注入の
みで充分な水質となっています。ただし将来、こ
のような水道がどのように変化していくのか、今
後注意する必要があります。

同じようなグラフが続きますが、スライド７の
表は年間給水量のグラフです。今まで、取水量、
浄水量を見てきましたが、さらに重要なことは、
これらの水量が、有効水量となっているか、ある
いは無効水量となっているのか、つまり漏水して
いるのかということです。日本国内の平均無効水
量は、その多くは漏水によるものですが、7.2％
であり、これまで国を挙げて漏水率の低減を図っ
て成果と言えるでしょう。なかでも、東京都の漏
水率は２％と極めて低くなっています。
スライド８は、日本の漏水率の推移です。2011
年の上昇は、何だかわかりますか？これは、皆さ
んご存知の東日本大震災による影響です。しか
し、水道界を挙げて対処した結果、既に漏水率は
震災以前の水準に戻りつつあります。
次に管路の情報ですが、2012年現在、日本には
64万５千 kmの管路が存在し、これは地球16周分
にもなります。このような長大な管路の維持管理
には、当然のことながら、老朽化の急速な進行と
老朽化した管路の更新、そして管路更新のための
資金調達の問題が発生します。
更に、日本は地震が頻発します。巨大地震の事
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例となると2011年に遡りますが、実際には、毎年、
日本の各地で大きな地震が発生し、災害をもたら
しています。このため、日本では、配水本管の耐
震化を進める必要があり、水道管路の耐震化が非
常に重要な課題となっています。スライド11の写
真は耐震継手で接合された最新のダクタイル鋳鉄

管ですが、耐震管とはこのようなものを言い、柔
軟性を有しています。
さらに、日本水道協会を中心として、地方自治
体、水道事業者のネットワークが存在し、被災時
には、相互応援が行われています。
次に日本の水道事業の課題について、説明しま
す。

＜日本の水道事業の課題＞

このように、日本は地震が多発する国ですか
ら、我々は、水道管路を早急に耐震性の管路に更
新していかなければなりません。スライド12のグ
ラフは、水道事業規模別の耐震管路の割合です
が、特に小規模水道事業体において耐震化が進ん
でおらず、平均でも33％程度しか進んでいませ
ん。
次に、本日出席しているスペシャリストグルー
プメンバーにとって、非常に関心の深い事項、日



第84巻　第８号（第 971 号） 水　　道　　協　　会　　雑　　誌 平成27． 8

（　　）102

本の水道事業の経営状況について説明します。日
本の水道事業は、先ほど説明した6,000を超える
簡易水道事業を除き独立採算制で、日本の企業会
計原則を基礎とした会計処理方法により事業経営
されています。
水道料金はそれぞれの水道事業体が設定し、そ

れが自治体の議会で承認されています。日本の制
度では、国や都道府県レベルでの料金規制機関は
存在していません。つまり、現在及び将来の水需
要や投資計画を基礎として、水道事業体ごとに適
切な料金水準を設定することも可能です。

このグラフは、2011年から2014年の間の料金改
定の割合を、改定率の高い順から低い順に並べた
ものです（スライド14）。62％の水道事業体では
料金値上げを行い、最大の改定率は34％となって
います。しかし、38％の水道事業体では料金値下
げを行っています。先ほど説明したとおり、日本
では国レベルでの規制や適正な水道料金水準につ
いての助言は行っておらず、これは水道事業体と
料金を承認する自治体の議会が決定した結果で
す。一部の水道事業体は将来の投資のために料金
値上げが必要であると考え、他方は必要最小限の
収入を確保し料金を値下げしていると思われま
す。政治的な圧力により料金値下げをしている
ケースもあります。これが水道料金改定の実情で
す。
我々は、今、水道の恩恵を享受しているだけで

なく、10年後、20年後に水道に何が起こるかにつ
いて考えなければなりません。現在、公道下には

老朽化の進んだ管が埋まっており、時には管路の
破損事故を目にすることもあります。よって、水
道料金を決める際には、現在だけでなく、将来の
投資計画も考慮に入れなくてはなりません。

このグラフは、法定耐用年数を超えた管路の割
合を示したものです（スライド16）。あくまでも
法定の耐用年数であり実際の耐用年数ではありま
せんが、管路の老朽化が進んでいる傾向はお分か
りになると思います。日本の水道事業全体として
は、老朽管の割合は、特に2006年から年々増加し
ています。単純にこの傾向から20年後を推定する
と、日本の水道管路は使用不可能なほど老朽化が
進むと思われます。
このグラフも管路についての情報で、管路の更
新率（上水道事業のみ）を示したものです（スラ
イド17）。日本国内の管路更新率の平均は0.7％で
すが、例えば更新率を１％として単純に計算した
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場合、全ての管路を更新するのに100年かかって
しまいます。しかし、法定耐用年数は40年です。
管路の更新率が低いことは大きな課題で、財政面
と技術面から、この課題を解決する手段を検討し
なくてはなりません。

将来の課題として次に説明するのが人口減少で
す（スライド18）。日本の人口は50年後100年後に
大幅に減少するため、水道事業体はこの人口減少
にともなう給水量の減少に対処しなくてはなりま
せん。人口減少が急激に進んでも、管路や施設の
ダウンサイジングはすぐには進まず、大きな課題
となっています。
また、この人口減少は、水道事業体の職員数の

減少も引き起こします。地方自治体の税収の減少
などによる財政難が自治体並びに水道事業体の職
員数の削減を招きます。先ほど申し上げました
が、水道事業は独立採算であり、自治体の一般部

局と比べ、人員削減がより早く進むことは想像が
付くかと思います。実際、既に水道事業体の職員
数は減少しつつあり、水道事業経営の大きな課題
となっています。

次の課題として、小規模水道事業体の脆弱性を
説明します。

このグラフは上に給水人口規模別の水道事業体
数を示し、下に給水人口別の年間給水量を示した
ものです（スライド20）。5,000人未満の簡易水道
事業が非常にたくさん存在しますが、他にも小規
模水道事業体が多数存在しています。これらの水
道事業体は、給水量が非常に少なく、日本の水道
の給水量のほとんどは、大規模水道事業体がカ
バーしています。そして、水道事業体数では多数
を占める小規模水道事業体は、給水量も少ないた
め、その収入も少なく、財政難を抱えています。
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次に、給水人口別の供給原価と給水単価です
が、事業規模が小さいほど供給原価が高くなって
おり、給水単価と比較した赤字幅も大きくなって
います。大規模水道事業体においては、将来の投
資や維持管理のために、僅かながらの利益を見込
み給水単価を設定しています。このグラフでも、
小規模水道事業体は財政難を抱えていることがお
分かりになるかと思います（スライド21）。

＜課題解決に向けて＞
それでは、課題解決のために我々は現在どのよ

うなことを考えているかについて、説明します。

まず初めに、水道事業体自身による自己分析の
促進です。これには日本の水道統計を有効活用し
て欲しいと思っています。日本には、約1,500の
水道事業体の統計が存在し、給水状況や施設、人
事などの管理面に関する項目数はおよそ3,800、

水質に関する項目は3,000あります。今後、これ
らの統計を有効活用し、自己分析を進めることが
望まれます。
水道統計の他に、日本には独自の業績指標も存
在しています。JWWA規格となっている水道事
業ガイドラインがこれにあたりますが、現在137
項目が存在し、うち91項目については日本の水道
統計をもとに算出することができます。例えば、
信頼性に関する指標として、「自己水源率」の国
内平均を算出すると77％、安定性の指標である
「給水人口一人当たりの飲料水貯水量」は180リッ
トルで、一人一日給水量の半分程度となっていま
す。持続可能性の指標である「経常収支比率」は
108％、環境の指標としては、「給水量１ｍ３あた
りの電力使用量」があります。

老朽化した施設のアセットマネジメントは、非
常に重要な問題です。厚生労働省は、水道事業に
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おけるアセットマネジメントの導入を推進し、特
に小規模水道事業体におけるガイドやマニュアル
の提供を行っています。国全体としては、51.6％
の水道事業体が経営戦略の一環としてアセットマ
ネジメントを導入していますが、給水人口50,000
人未満の小規模水道事業体となると、導入してい
る水道事業体は12.5％にまで下がります。大規模
水道事業体ではアセットマネジメントの導入に熱
心ですが、小規模水道事業体は人員不足等が原因
で導入できていません。いかに中小規模水道事業
体においてアセットマネジメントの導入を進める
ことができるのかを検討しなくてはなりません。

日本の水道事業は、広域化に対しても対応が慎
重です。日本には小規模水道事業体が多く存在
し、広域化を進めて水道事業の事業規模を大きく
しなくてはなりません。しかし、国の法律で広域
化を進めたオランダと違い、日本では事業体同士
の自主的な広域化を促しているだけです。このた
め、一部の成功事例を除き、過去10年、広域化は
あまり進んでいません。このような事情から、
我々はオランダの事例に学ばなければなりません。
厚生労働省は2013年に新水道ビジョンを公表

し、その中でも広域化の推進を提案しましたが、
水道事業の事業統合だけでなく、会計システムや
浄水場などの施設の共同化等も広域化の概念に加
え、広域化を進めようとしています。
国は、公民連携（PPP）も進めようとしていま

す。公民連携についても、一部の成功事例も存在
しますが、残念ながら日本ではあまり進んでいま

せん。公民連携をどのように活用するかが、将来
の水道事業経営の安定にとって、重要なカギにな
ります。
これが最後のスライドです。
本日のワークショップの目的は、異なる国の間
で情報や統計データを共有し、水道事業経営のあ
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り方について考え直そうというものです。
聴講者の皆さんも、くつろいで、楽しんでいた

だければと思います。そして、国際的な専門家の
発言から、何かを学んでいただければと思いま
す。
以上で私のプレゼンテーションは終了です。
次はスペシャリストグループの議長であるス

ミーツさんに再度登壇いただき、オランダの水道
についてお話をいただきたいと思います。
それではスミーツさん、よろしくお願いいたし

ます。

⑵　世界の水道事業経営
①　オランダの水道、広域化の推進
　　（エド・スミーツ、オランダ）
＜講演内容＞
私からはオランダの水道についてご紹介したい

と思います。水関連の組織構造、主要な統計の内

容、ガバナンス規制、給水状況、ベンチマーキン
グという順でお話しいたします。

＜組織構造＞
この点のような小さな国がオランダです。面積
は４万 km２しかありません。人口は約1,700万人
です。北部と西部が北海に面しており、国の半分
が海面下にあるので、水源を守るために対策をと
る必要があります。また、ライン川、ムーズ川、
スケルト川、エムス川という複数の河川が重なる
場所にあるため、何百年もの間、様々な方法で水
の管理を行ってきました。
水に関する組織体制ですが、主な行為者として
は国の政府があり、水の政策、国全体を見ていま
す。「リスクウォータースタート」も国レベルの
水を担当している当局で、水インフラを全て担当
しているほか、また、沿岸の警備も担当していま
す。
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地域レベルでは、まず12の州があり、それぞれ
地下水政策を管理しています。水道事業者が地下
水を利用する場合は、州から許可をとる必要があ
ります。また26の水委員会が河川など小さな流れ
や水質を管理しています。そして10の水道事業者
が給水を行っています。これについては後ほど触
れます。また、421の自治体の管理団体があり、
これらが下水道を担当しています。統合されて以
前よりは数が減りました。
まとめますと、10の水道会社が飲料水を担当し

ており、421の事業体が下水道を担当しており、
26の水委員会が河川の水質管理を行っています。
これにより水のサイクルが完結します。

＜主要な統計データ＞
先ほど申し上げた10の給水会社は、地域レベル

で活動しています。私が住んでいる南側の州で
は、給水会社の給水区域と州のエリアが一致して

います。１番大きなヴィテン社の給水区域には３
つの州が入っていますし、２、３の地域に給水す
る会社もあるなど、それぞれ状況が異なります。
10社のトータルで従業員数は約5,000名、年間

の浄水量は11億 m３です。飲料水の水源は、60％
が地下水、40％は表流水となっています。給水栓
数は800万で、国民の100％に水道が普及していま
す。管路延長は119,000kmです。家庭での平均水
使用量は１人１日当たり119Lと、さほど大きく
はありません。水道料金が家計に占める割合は
0.6％と非常に低くなっています。全体の売上は
13億5000万ユーロです。投資額は年間で４億3000
万ユーロです。
お配りしたファクトシートも併せてご覧くださ
い。
2014年度の水道料金ですが、基本料金が平均で
約57ユーロです。１番安い会社は40ユーロ、高い
会社では87ユーロとなっています。１m３当たり
の平均料金は0.81ユーロで、0.46ユーロから1.24
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ユーロまで幅があります。料金が低い会社は基本
料金の高い会社ということになります。また、
VAT（付加価値税）が１m３あたり0.24ユーロ課税
されています。付加価値税は通常の税金として扱
われており、水のために使われていないため不満
に思っています。
１m３当たりの飲料水の平均料金は1.65ユーロ、
約212円です。これも1.35ユーロから2.06ユーロま
で幅があります。

＜ガバナンスと規制＞
最も古い水道事業会社は1850年に設立され、そ

の後、1940年、第２次世界大戦の前まで給水人口
を拡大し続けました。そして、第２次世界大戦後
に、人口の増加、産業の発展、河川の汚染といっ
た新たな課題に直面することになりました。その
結果、より強固なインフラを形成する必要が生ま
れ、まずはボランティアベースでの事業拡大に取

り組み、公共事業会社により改善が試みられまし
た。最終的には1975年に制定された水道法（Water 
Supply Act）に基づき州を越えた構造改革が強制
的に行われ、各州、地域においてより効率的に事
業を行うよう指示が出されました。その結果、多
くの会社が合併・統合されていきました。
最初の水道会社が1850年に設立されてから、会
社の数は増加の一途をたどり、1940年には約250
社にもなりました。しかし、これでは効率が良く
ないということで100社ぐらいまで減少し、それ
でもまだ不十分であったため1975年制定された法
律によりさらなる効率化を求められ、現在の10社
に至りました。
2011年には新たな水道法が制定されました。法
律では様々な事柄がカバーされていますが、この
10社によって全国民に給水を行う義務が課せられ
ています。水道事業体は、実際には民間の企業の
ようなもので、有限ではありますが競争に晒され
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た状況下で事業を運営しています。ただし、所有
者は州やコミュニティです。
10の水道事業体のうち５つは上水道事業を行っ

ている会社ですが、アムステルダム市が所有して
いる事業会社は例外で、ここは上水道、下水道、
排水処理の全てを行っています。
水質、給水の継続性、財務効率の管理は国のレ

ベルで行われます。経営、パフォーマンス、投資
ポリシー、料金設定などは事業体に任されていま
す。そして、生活に不可欠なインフラを維持する
ためにリスクベースの給水計画を立て、将来にわ
たり確実に給水を継続しなければなりません。料
金は適切なレベルに設定され、全てのコストを回
収できるようになっています。資本及び配当金の
支払いに関しては制限がかけられています。以前
はこの制限はありませんでしたが、ある事業会社
が配当を払いすぎていた事例があり、消費者のた
めにならないということで法律に組み込まれまし
た。
また、ベンチマーキングが義務づけられていま

す。これについては後ほど触れたいと思います。

＜水道の現況＞
次に給水の状況ですが、安全に飲める飲料水が

24時間、１年中提供されています。水道水の中に
塩素は入っていません。硬度もしっかり管理して
おり、これにより給・配水管の寿命の改善、ス
ケールの減少に加え、家庭で使われる洗剤の量を
減らすことにも貢献しています。
断水はほとんどありません。年間で配水本管

100kmあたり6.6件の不具合が発生する程度です。
予期しない断水は１コネクションあたり１年間に
６分で、無いに等しい状況です。また、漏水も非
常に少なく、１日に配水管１kmあたり1.6m３ほ
どです。漏水率は５％以下で、非常に良好な状態
を維持しています。

また、持続可能性に関連して、全事業体が
100％グリーンエネルギーを使っています。また、
98％の浄水残留物をリサイクルし、レンガや建築
資材等に使用しています。
コストと効率に関しては、現在コストの110％
が回収できています。その中には償却費やローン
の金利も含まれており、将来の投資まで全てカ
バーできています。今後、配水管の布設替えなど
の投資が発生しても全く問題はありません。料金
も非常に良心的で、家計に占める割合は可処分所
得の0.6％程度です。職員数は10社全体で5,000名
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ほどですが人件費もさほど高くなく、1,000戸に
対して0.7名の人員配置となっています。現在の
レベルを維持していき、可能であればさらに改善
を図りたいと思っています。

＜ベンチマーキング＞
ベンチマーキング的な取組は、1980年代からス

タートしました。しかし、この時は現在のような
ベンチマーキングではなく、大企業が数字を見比
べて分析を行っていた程度です。本格的なベンチ
マーキングは1997年から開始されました。これは
任意ベースでのベンチマーキングで、まず Vewin
というオランダの水道協会にあたる団体によって
開始されました。当時、政府が水道料金に規制を
かける動きがあり、経営状況を把握する必要が
あったことと、水道事業民営化の動きがあり、事
業内容に関して数字を把握することが重要であっ
た状況からベンチマーキングがスタートしまし

た。そして、ベンチマーキングの結果より、健全
に事業が行われていることが証明できたため、結
果的に料金の規制は行われませんでした。
ただし、ベンチマーキングの実施は義務付けら
れることとなりました。
ベンチマーキングの１つ目の目的は、透明性を
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上げることです。これは全ての国民、すなわち政
治家、消費者、その他の組織等に事業の全てを開
示することです。２つ目は、ベンチマーキングの
主目的であるパフォーマンスや業績の向上です。
ベンチマークの対象領域ですが、まず水質があ

ります。これは非常に重要です。サービスの質、
これは消費者に対して必要となります。環境への
取組状況、財務効率についても見ています。この
４つの分野のベンチマーキングを、15、６年間の
間、国レベルで実施してきました。
取組は成功し、最終的には35％のコスト削減に

成功しました。ベンチマーキングのみでこれだけ
の削減を実現したわけではありませんが、大部分
がベンチマーキングによるものと考えています。
社名が公表されることで事業改善に対する意識が
高まり、コストの削減等に努めるようになったこ
とから成功につながりました。
ベンチマークだけで全ての改善が実現したわけ

ではなく、会社の吸収合併による人員整理も行わ

れ、職員数が全体で5,000名程度まで減りました。
これだけのコスト削減、人員削減を行ったにもか
かわらず、過去と同様の良好な水質を維持してい
ます。
パフォーマンスも業績も良好ですが、管路等へ
の投資も過去から同レベルで継続していますの
で、今後20年、30年先も心配ない状態にあります。

＜まとめ＞
最後にまとめますと、私自身がオランダ出身な
ので客観的なコメントではないと思いますが、オ
ランダの水事業は世界の中でも最高レベルにある
と思います。非常に安い料金で、毎日24時間、飲
料水を提供しています。また水質についても、ボ
トル水と同レベル、もしくはそれ以上の水を提供
しています。
ご清聴いただきありがとうございました。

 （平成27年９月号に続く）


